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	第１章　用語の定義
	（定義）
	第１条　本契約において使用する用語の意義は、次のとおりとする。


	第２章　総則
	（総則）
	第２条　乙は、自らの責任及び費用において、本契約、本件募集要項及び本件提案書（以下まとめて「本契約等」という。）に従い、
	２　本契約等の内容に不一致、矛盾等がある場合には、本契約、本件募集要項、本件提案書の順にその解釈が優先するものとする。

	（本件施設の設計、施工等）
	第３条　乙は、本契約等に従い、本件施設の設計、施工、所有権の移転及びこれに関連する業務を行うものとする。

	（本件施設の運営及び維持管理）
	第４条　乙は、本契約等に従い、甲の委託を受けて、本件施設の運営及び維持管理業務を行うものとする。

	（本件施設の安全管理）
	第５条　引渡日までの本件土地及び本件施設の管理は、乙が責任をもって行うものとする。

	（資金調達）
	第６条　本事業に関する乙の資金調達は、すべて自らの責任において行うものとする。
	２　乙は、本件事業に財政上及び金融上の支援が適用されるよう努力するものとし、甲はこれに協力するものとする。

	（許認可、届出等）
	第７条　乙が本契約上の義務を履行するために必要な一切の許認可、届出等の手続きは、自らの責任において行うものとする。
	２　乙は、前項の許認可、届出等の手続きを行うに際しては、甲に対して事前説明及び事後報告を行う。
	３　甲は、乙からの要請がある場合は、許認可、届出等に必要な資料の提出等について協力するものとする。
	４　乙は、甲が必要と認める場合は、許認可、届出等の手続きに必要な資料の提出等について協力するものとする。

	（甲が行う備品の搬入等）
	第８条　甲が、その所有する備品について、搬入又は設置作業を第三者に別途発注する場合、乙は、かかる備品の搬入又は設置作業について必要に応じて協�

	（本契約の変更）
	第９条　甲又は乙が本契約の内容の変更を求める場合は、事前に相手方へ通知の上、甲乙協議を行うものとする。


	第３章　設計及び施工
	（総則）
	第１０条　乙は、本件施設を、本契約の定めに従って完成させ、平成１７年８月１日に供用開始できるよう甲に引き渡すものとする。甲は�
	２　本件工事のために必要な一切の手段等については、関係諸法令及び越谷市開発指導要綱（平成○年○月○日告示第○号�
	３　乙は、本件施設が長期にわたり使用されることに鑑み、造成工事、本件施設の基礎及び躯体の主要構造部の品質及び耐久性に�

	（スケジュール）
	第１１条　乙は、本契約の締結後２週間以内に、本契約等に基づき、本件施設の開場までのスケジュールを記載した予定表を作成の�

	（本件土地の使用）
	第１２条　甲は、乙に対し本契約後、本件土地を無償で貸与するものとし、乙は、引渡日までの間、善良な管理者の注意義務を持って本件�

	（本件工事に伴う設計及び各種調査）
	第１３条　乙は、本契約等に基づき、本件工事に必要な設計を行うものとする。
	２　乙は、本件工事に伴う設計のための測量及び地質調査を自らの責任及び費用により行うものとする。
	３　乙は、本件工事に必要な家屋調査等を自らの責任及び費用により実施するものとする。
	４　甲は、甲が提示する条件の不備、誤謬等から発生する合理的な追加費用を負担するものとする。なお、追加費用は、サービ

	（土地の瑕疵担保責任）
	第１４条　甲は、本件土地に関する瑕疵担保責任を負うものとする。なお、本件土地に瑕疵があるため本件工事ができないときは、甲乙協議の上、甲の�
	２　本件施設が甲に引き渡された後に生じる地盤沈下によって必要となる本件施設の補修その他の取り扱いについては、甲乙協議の上、定めるものとす�

	（本件施設の設計）
	第１５条　乙は、本契約の締結後速やかに、本契約等に従い本件施設の設計に着手するものとする。
	２　乙は、本件施設の設計に関する一切の責任を負担するものとする。
	３　乙は、建築基準法（昭和２５年５月２４日法律第２０１号）に基づく建築確認申請書類等を作成し、建
	４　前項に定めるもののほか、本件施設の設計に関し、その他の法令に基づく許認可、届出等の必要が生じた場合、乙は、甲に対して事前�

	（本件施設の設計の第三者への委託）
	第１６条　乙は、本件施設の設計の全部又は一部を、本件提案書に従い構成企業に委託することができるものとする。
	２　乙は、本件施設の設計を構成企業以外の第三者に委託する場合、委託開始の２１日前までに甲に通知し、その承諾を得�
	４　本件施設の設計を構成企業又は構成企業以外の第三者へ委託する場合は、すべて乙の責任において行うものとし、構成企業及び構成伀

	（設計の確認）
	第１７条　乙は、設計図書を作成するにあたって、甲に対して月１回程度の状況報告を行うほか、設計内容について、市と定期的に打ち合せ。
	２　甲は、前項に従い設計図書が提出された場合、設計図書の内容が本契約等に整合しているかについて確認を行い、設計図書が提出さ】
	３　甲は、前項の確認のため必要があるときは、設計図書の提出に追加して、説明又は資料の提出を乙に対して求めることができるもの�
	４　乙は、第２項の通知により、設計図書が本契約等に整合していないと指摘された場合には、速やかにこれの修正等を行い、再度、甲に提出す�
	５　第２項の通知内容について、疑義が生じた場合、技術的に対応できない場合等には、甲乙協議を行うものとする。
	６　前項の協議が整った場合及び第２項に基づき設計図書の内容が本契約等に整合していると通知された場合、乙は、設計図書に基づき本件工丑
	７　第２項の確認及び通知、第５項の協議を理由として、甲は設計内容の全部又は一部について一切の責任を負担するもの�
	８　乙が、設計図書を変更する場合は、甲の確認を受けるものとする。ただし、軽微な変更については、乙が甲に対して事前に通知を行えば贂

	（設計の変更）
	第１８条　甲は、必要があると認める場合で工期の変更を伴わないときは、本件提案書の内容を逸脱しない範囲で、書面により本件施設の�
	２　前項に従い甲の請求により乙が設計変更を行う場合、乙に追加的に生ずる費用の増減（設計費用及び直接工事費のほか�
	３　乙は、甲の事前の承諾を得た場合を除き、本件施設の設計変更を行うことはできないものとする。
	４　乙が甲の事前の承諾を得て本件施設の設計変更を行う場合、変更により乙に追加的に生ずる費用の増減の結果は、乙に帰属するもの�
	５　甲が乙に対して工期の変更を伴う設計変更又は本件提案書の内容を逸脱する範囲の設計変更の提案を行った場合、甲及び乙は、その可否匃

	（サービスの対価の変更）
	第１９条　前条第５項の協議により、工期の変更を伴う設計変更又は本件提案書の内容を逸脱する範囲の設計変更が実施される

	（本件工事）
	第２０条　乙は、本件工事に際し、以下に定める書類（以下「施工計画書」という。）を、以下に定める方法で作成、整倂
	２　本件工事の着工までに、工事完了までのスケジュールを記載した全体工程表及び品質確保の方法を明記した計画書を作成し
	３　本件工事の工程を詳細に記載した月間工程表及び週間工程表を作成し、別途甲との協議により定める期限までに、甲に提出
	４　工事現場に常時、工事記録を整備する。

	（保険）
	第２１条　乙は、本件施設の建設工事について、甲又は乙を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、又は乙を被保険者とする�
	２　前項の履行保証保険の付保率は本件工事費の１０パーセントとする。
	３　乙は、本件工事の着工までに、第１項に規定する履行保証保険の保険証券の写しを甲に提出し、内容の確認を受けなければならない　

	（工事監理者）
	第２２条　乙は、工事監理者を設置し、甲に通知するものとする。
	２　甲は、乙を通じて工事監理者に随時報告を求めることができるものとし、乙は、工事監理者をして甲に報告を行わせるものとする。
	３　乙は、工事監理者が毎月作成する月報及び監理報告書を甲に対して提出するものとする。

	（工期の変更）
	第２３条　甲が工期の変更を請求したときは、当該変更の可否を甲乙協議の上、定めるものとする。その際、本件施設の引渡時期、開場予定
	２　乙が、不可抗力又は乙の責めに帰すことのできない事由により工期を遵守できない場合で、工期の変更を請求したときは、変更の可否について甲乙協議の�
	３　甲の責めに帰すべき事由により、本件施設の引渡しが引渡予定日よりも遅れた場合又は本件施設の開場が開場予定日よりも遅れた場吁
	４　乙の責めに帰すべき事由により、本件施設の引渡しが引渡予定日よりも遅れた場合又は本件施設の開場が開場予定日よりも遅れた場吁
	５　不可抗力により、本件施設の引渡しが引渡予定日よりも遅れた場合又は本件施設の開場が開場予定日よりも遅れた場合は、遅�

	（説明要求及び立会い）
	第２４条　甲は、第２２条第３項の定めるところに従い、月報及び監理報告書の提出を乙から受けるものとする。
	２　甲は、必要と認めるときは現地調査を行い、乙に説明を求めることができる。乙は、甲の説明要求について誠実に対応するものとする�
	３　前項の規定に基づく説明の結果、施工内容が本契約等及び設計図書の内容と異なることが判明した場合、甲は、乙に対してその是正を求めることがで
	４　乙は、建設期間中において、乙が行う本件施設の検査若しくは試験について、事前に甲に対して通知するものとし、甲は、当該検査又は試験に
	５　甲は、建設期間中、事前の通知なしに本件工事に立ち会うことができる。
	６　甲は、説明要求又は立会いを理由として、本件工事の全部又は一部について一切の責任を負担するものではない。

	（本件工事の第三者への請負）
	第２５条　乙は、本件工事の全部又は一部を本件提案書に従い構成企業に請け負わせることができる。
	２　甲は、乙から施工体制台帳及び施工体制にかかる事項について報告を求めることができる。乙は、甲に報告した施工体制台帳又は施工体制にかかる事項を変昃
	３　構成企業による請負及びその他の下請人等の使用は、すべて乙の責任において行うものとし、乙が本事業実施のために直接若しくは間接に�

	（工事の中止）
	第２６条　甲は、必要があると認めるときは、工事の中止の内容を乙に通知し、本件工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる�
	２　前項の規定は、甲の責めに帰すべき事由により工事が中止された場合の甲に対する損害賠償の請求を妨げるものではなく、工期の変更によ】

	（第三者に及ぼした損害）
	第２７条　乙の責めに帰すべき事由により本件工事に伴い第三者に損害を及ぼしたときは、乙は、損害を賠償しなければならない。なお、本件工事に伴い

	（本件工事に伴う近隣対策等）
	第２８条　乙は、自らの責任及び費用において、騒音、悪臭、光害、粉塵、交通渋滞、振動等の近隣住民の生活環境に与
	２　前項の規定にかかわらず、本件事業の実施そのものに反対することを目的とするクレーム等については、甲が、その責任においてこれに対処する【

	（不可抗力による損害）
	第２９条　不可抗力により、本件施設、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じたときは、乙は、速や
	２　甲は、前項の規定による報告を受けたときは、損害の状況を速やかに確認しなければならない。乙が善良な管理者の注意義務を怠った場
	３　甲が、前項に規定する損害を負担する場合は、損害相当金額がサービスの対価に算入されるものとし、甲と乙は、これについて必要�

	（完成検査及び引渡検査）
	第３０条　乙は、自らの責任及び費用において本件施設完成の検査（以下「完成検査」という。）を行うものとし、完成検査の
	２　甲は、前項に規定する完成検査に立ち会うことができる。ただし、甲は完成検査への立会いを理由として、一切の責任を負担するものでは�
	３　前項に規定する立会いの有無を問わず甲は、乙に対し、完成検査の結果を書面等により報告するものとする。
	４　甲は、前項に規定する報告書を受領した日から１４日以内に、別紙１の内容の本件施設の引渡検査を実施するものとする。本�
	５　前項に規定する引渡検査の結果、本件工事の状況が本契約等及び設計図書の内容を逸脱していることが判明した場合、甲は、乙に対してその是正�
	７　甲は、引渡検査又は再検査の結果、問題が無いと判断した場合は、速やかに検査確認済書を乙に通知するものとし、乙は、確認済書匚

	（本件施設の運営及び維持管理体制の確認）
	第３１条　乙は、開場予定日に先立ち本件施設の運営及び維持管理に必要な人材を必要確保し、かつ、本件施設の運営及び維持管�
	２　乙は、本件施設の開場予定日の３か月前までに運営維持管理長期計画書及び平成１７年度の運営維持管理年間計画書を�
	３　乙は、本契約等及び運営維持管理計画書に従い、本件施設の運営及び維持管理が開始可能となった時点において、甲に対して、その旨を�
	４　甲は、前項に規定する通知を受けた場合、本件施設の運営及び維持管理体制を確認するため、乙に対して、本件施設の設備等の試
	６　前項に規定する本件施設の設備等の試稼動、運営のリハーサル等は、乙の責任及び費用により行うものとする。

	（引渡し後の排ガス等検査）
	第３２条　乙は、供用開始後、甲が指定する期間内（以下「稼動初期」という。）において、火葬炉の全排気系列について、自ら�

	（異常時の対応）
	第３３条　甲と乙は、排ガス等検査の基準について、別紙２記載の監視強化基準と停止基準を設定するものとする。排ガス等検査の結
	２　排ガス等検査の結果が監視強化基準を上回り、甲による監視が強化された場合、甲と乙は、以下の手順により平常通りの運転爖
	３　甲は、前項による改善計画の承諾及び火葬炉の改善作業の完了確認に際し、専門的な有識者等に助言を求めることができる　
	４　排ガス等検査の結果が停止基準を上回り火葬炉が停止された場合、甲と乙は、以下の手順により復旧に努めるものとする。
	５　甲は、前項による復旧計画の承諾及び改善作業の完了確認に際し、専門的な有識者等に助言を求めることができる。
	６　甲は、排ガス等検査の結果により、本件施設の火葬炉の性能が本件募集要項で要求する水準に達することが確認されるまで、乙に対�
	７　前項に基づく支払いの停止後、火葬炉の改善が行われ、火葬炉の性能が本件募集要項の要求する水準に達することが確認されたときは、甲�

	（異常時に生じる費用の負担）
	第３４条　排ガス等検査の結果が、監視強化基準又は停止基準を上回ることにより、その原因の究明及び施設の改善作業において費用が発�

	（瑕疵担保）
	第３５条　甲は、本件施設に隠れたる瑕疵があるときは、乙に対して相当の期間を定めてその瑕疵の補修を請求し又は補修に代え若しくは補
	２　甲は、本件施設の引渡しの際に、瑕疵があることを知ったときは、前項の規定に関わらず、その旨を直ちに乙に通知しなければ、当該瑕疵の補
	３　前項の規定による瑕疵の補修又は損害賠償の請求は、本件施設の引渡日から２年以内に行わなければならない。ただし、その瑕疵が乙の
	４　甲は、本件施設が第１項の瑕疵により滅失又は毀損したときは、前項に定める期間内で、かつ、その滅失又は毀損の日から６ヶ月以�

	（本件施設の開場日）
	第３６条　乙は、本件施設の引渡日の翌日から平成３８年３月３１日までの期間、本件施設の維持管理業務を行うものとする�
	２　乙は、開場日から平成３８年３月３１日までの期間、本件施設の運営業務を行うものとする。

	（所有権の取得）
	第３７条　甲は、第３０条の規定による本件施設の引渡しと同時に、本件施設の所有権を取得するものとし、乙は、本件施設について、担保物�


	第４章　運営及び維持管理
	（総則）
	第３８条　乙は、開場準備期間中及び運営期間中、本契約等の規定並びに運営維持管理計画に従って、自らの責任及び費用にお
	２　前項の規定に基づく運営及び維持管理に要する費用につき、甲は、乙に対し、第５０条に定める運営及び維持管理に係る対伂
	３　甲の責めに帰すべき事由により運営及び維持管理に要する費用が増加する場合、甲は、これらに要した費用を負担するものとする

	（運営及び維持管理の第三者への委託）
	第３９条　乙は、運営及び維持管理業務の全部又は一部を、本件提案書に従い構成企業に委託することができる。
	２　乙は、運営及び維持管理業務の一部を構成企業以外の第三者に委託する場合、委託する業務の開始２１日前までに甲に逃
	３　構成企業が乙又は他の構成企業から委託された運営及び維持管理業務について、構成企業以外の第三者に委託する場合、乙は、委�
	４　運営及び維持管理業務を構成企業及び構成企業以外の第三者への委託する場合は、すべて乙の責任において行うものとし、構成企業、�

	（運営維持管理年間計画書の作成）
	第４０条　乙は、第３１条２項により提出する平成１７年度の運営維持管理年間計画書を除き、各事業年度の開始の＂
	２　運営維持管理年間計画書には、当該年度の休業日、施設の定期点検、修繕、運営維持管理体制その他の運営及び維持管理上
	３　甲は、運営維持管理年間計画書の提出を受けた場合、当該計画書の内容が本契約等に整合しているかについて確認を行い、計画書が提�
	４　甲は、前項の確認のため必要があるときは、運営維持管理年間計画書の提出に追加して、説明、資料等の提出を乙に対して求�
	５　乙は、第３項の通知で本契約等に整合していないと指摘された場合は、速やかに運営維持管理年間計画を変更するとともに、変更した運唂
	６　第３項の通知内容に疑義が生じた場合又は技術的に対応できない場合は、運営維持管理年間計画の内容の変更について、甲乙協議。
	７　甲は、第３項の確認及び通知又は第６項の協議を理由として、運営及び維持管理の内容の全部又は一部について一切の責任

	（モニタリング）
	第４１条　甲は、乙が実施する運営及び維持管理業務の水準を確保するため、別紙５に規定するモニタリングを行い、その結果を乙に
	２　乙は、運営期間中の休館日、施設の定期点検、修繕その他の運営及び維持管理上の主要事項等、甲が必要と認める情報�

	（排ガス等検査）
	第４２条　乙は、第３２条に定める稼動初期以降（以下「安定稼動期」という。）において、甲が指定する一排気系列について、脝

	（異常値の対応）
	第４３条　前条による検査の結果については、第３３条の規定を準用するものとする。

	（施設の修繕）
	第４４条　乙は、運営維持管理年間計画書に基づき、本件施設の修繕を実施するものとする。
	２　乙は、運営維持管理年間計画書に記載のない修繕で本件施設に重大な影響を及ぼす修繕を行う場合は、事前に甲に対してその内容及びその�
	３　乙は、前項に規定する処置後、修繕内容等必要な事項を速やかに甲に報告するものとする。
	４　乙が本件施設の修繕を行った場合、必要に応じて当該修繕又は前項の処置を完成図書に反映し、かつ、使用した設計図、施工図等の星
	５　大規模修繕の必要が発生した場合は、甲乙協議の上、甲が実施するものとする。

	（第三者に及ぼした損害）
	第４５条　運営及び維持管理業務により第三者に損害を及ぼしたときは、乙がその損害を賠償しなければならない。ただし、甲の責めに帰すべき事由�
	２　運営及び維持管理業務に伴う、通常避けることができない騒音、臭気、振動等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、乙がその損嬂

	（乙の責任）
	第４６条　乙は、本契約に特段の定めがある場合及び甲の責めに帰すべき場合を除き、運営及び維持管理業務に関連した事項に関する一切の�

	（保険）
	第４７条　乙は、乙又は第３９条の規定により運営及び維持管理業務を委託した構成員若しくは第三者をして、開場準備期锒
	２　乙は、乙若しくは本件施設の経常的な維持管理に係る再委託先企業又は下請企業をして、当該再委託先企業の年間受託金額の�
	３　乙は、第１項により加入し又は加入させた損害賠償責任保険及び前項により付保せしめた履行保証保険について、該当する事業年市
	４　甲は、乙が本件施設の運営及び維持管理に係る債務の履行を担保するために、前項の履行保証保険の保険金支払請求権に、乙の�
	５　乙は、本件施設の経常的な維持管理に係る再委託を行わない場合、再委託が終了した場合又は第１項若しくは第２項に定める�

	（本件施設の運営に関する内容の変更）
	第４８条　甲及び乙は、双方が合意することにより、本件施設の運営及び維持管理に関して、本契約等を変更することができる。変更内容及


	第５章　サービス提供に対する対価の支払い
	（施設整備に係る対価の支払い）
	第４９条　甲は、本件施設の設計、施工及び所有権の移転に係るサービスの提供に対する対価を、別紙４の算定方法に従い、平

	（運営及び維持管理に係る対価の支払い）
	第５０条　甲は、運営及び維持管理に係るサービスの提供に対する対価を、別紙４の算出方法に従い、前条の支払と同時に乙に支払うものとす】
	２　乙は、甲に対して毎月業務終了後７日以内に当該月の業務報告書を提出するものとし、甲は、業務報告書の提出を受けた後、第４１条に褂
	３　甲は、第４１条に規定するモニタリングの結果、本契約等の内容を満たしていることを確認した上で、運営及び維持管理に要する


	第６章　契約期間及び契約の終了
	（契約期間）
	第５１条　本契約は、契約の締結の日から効力を生じ、平成３８年３月３１日をもって終了するものとする。

	（乙の責めによる本契約の終了）
	第５２条　本件施設の引渡日以前において次に掲げる事由に該当する場合、甲は、乙との間で締結する一切の契約について、乙に対して書面により通知した�

	（甲の責めによる本契約の終了）
	第５３条　甲が本契約に基づいて履行すべき支払を遅延した場合、当該支払うべき金額につき、遅延日数に応じて年１０.７５％の割合で計算した
	２　本件施設の引渡し前に乙により本契約が終了された場合で、本件施設について出来形部分が存在し、甲が終了の後に当該出来形部分を利用する場合は　

	（本契約終了に際しての処置）
	第５４条　乙は、本契約が終了した場合において、本件土地又は本件施設内に乙の為設けられた控室等に乙が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、
	２　前項の場合において、乙が正当な理由なく当該物件の処置につき、相当期間甲の指示に従わないときは、甲は、乙に代わって当該物件を処分し、本件土地について
	３　乙は、この契約が終了する場合、甲又は甲の指示する者に対し、本件施設について必要な引継ぎを行わなければならない。また、乙は本件施設の運営
	４　乙は、事由の如何を問わず、この契約が終了した場合は、第３項の業務をすべて終了した上で、業務終了から１０日以内に最終支払対象期間の
	５　乙の運営及び維持管理業務の実施期間が３か月に満たない場合は、日割りした金額を支払うものとする。


	第７章　法令変更及び不可抗力
	（法令変更）
	第５５条　本契約の締結日後において、法令が変更されたことにより、本件施設が本契約に従い施工若しくは運営できなくなった場合又は法令の遵守のた。
	２　本件施設の甲への引渡し前に前項により本契約が終了された場合で、本件施設について出来形部分が存在する場合は、甲は当該出来形部分を確認の�
	３　本件施設の甲への引渡し後に第１項により本契約が終了された場合、甲は、本件施設の所有権を保持した上で、契約終了時点における本件工事�

	（不可抗力）
	第５６条　甲及び乙は、不可抗力により本契約の履行ができなくなったときは、その内容を詳細に記載した書面をもって直ちに相手方に通知しなければな
	２　本契約後、不可抗力により本契約の全部又は一部が履行不能となった場合又は本件施設への重大な損害が発生した場合、甲及び乙は、不匃
	３　本件施設の甲への引渡し前に前項により本契約が終了された場合で、本件施設について出来形部分が存在する場合は、甲は、当該出来形部分を確訑
	４　本件施設の甲への引渡し後、不可抗力が原因で、乙が運営及び維持管理業務の一部を履行できなかった場合、甲は、乙が履行を免れることに�
	５　本件施設の甲への引渡し後に第２項により本契約が終了された場合、甲は、本件施設の所有権を保持した上で、契約終了時点における本件工事�


	第８章　保険
	（保険加入義務）
	第５７条　本件施設の建設工事に関し、乙は、第２５条第１項に従い本件工事を請け負う者に対し、建設中の物件の保全に関す。
	２　乙は、本事業の安定のため、別紙９に示された内容の施設賠償責任保険及び生産物賠償責任保険に加入しなければならない。但し、第�
	３　乙又は第三者が第１項の規定により保険契約を締結したときは、その証券を直ちに甲に提示しなければならない。


	第９章　租税
	（租税）
	第５８条　本契約及びこれに関連して生じる租税は、本契約に規定のあるものを除き、すべて乙の負担とする。甲は、乙に対して本契約等に定められ�


	第１０章　その他
	（契約上の地位の譲渡）
	第５９条　乙は、甲の事前の承認なしに本契約上の地位及び権利義務を譲渡又は担保提供その他の処分をしてはならない。

	（乙の兼業禁止）
	第６０条　乙は、本契約による事業以外の業務を行ってはならない。ただし、事前に甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

	（著作権等）
	第６１条　本件施設の維持、管理、運営、広報等のために必要な範囲で、乙は、甲に対し、次の各号に掲げる本件施設の利用を承諾す。
	２　乙は、甲に対し、本件施設の内容を自由に公表することを承諾する。
	３　乙は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

	（著作権等の譲渡禁止）
	第６２条　乙は、本件施設に係る著作権法第２章及び第３章に規定する乙の権利を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、�

	（著作権の侵害の防止）
	第６３条　乙は、本件施設が、第三者の有する著作権を侵害するものではないことを甲に対して保証する。
	２　乙は、その作成する成果物が第三者の有する著作権等を侵害し、第三者に対して損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなけ�

	（工業所有権）
	第６４条　乙は、特許権等の工業所有権の対象となっている技術等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただ

	（出資者による保証）
	第６５条　乙は、出資者による別紙６に記載する内容を有する保証書を取得し、その写しを本契約締結までに甲に対して提出しなければ�

	（銀行団との協議）
	第６６条　甲は、必要があると認める場合は、本事業に関して乙に融資する銀行団との間において、甲が本契約に基づき乙に損害賠償を訙

	（乙に対する制約）
	第６７条　乙は、事業期間中、甲の事前の承諾を得ない限り、出資者以外の第三者に対して株式、新株予約権又は新株予約権付社�
	２　乙は、他の法人と合併してはならない。

	（財務書類の提出）
	第６８条　乙は、本件施設の甲への引渡日から事業期間の終了に至るまで、各事業年度の最終日から３か月以内に、公認会計士の監査渀

	（協議）
	第６９条　本契約における両当事者による協議を行う場合、甲及び乙は、速やかに協議に応じなければならない。

	（秘密保持）
	第７０条　甲及び乙は、互いに相手方の秘密を相手方又は相手方の代理人若しくはコンサルタント以外の第三者に漏らし、又は本契約の�

	（準拠法）
	第７１条　本契約は、日本国の法令に準拠するものとし、日本国の法令に従って解釈する。

	（管轄裁判所）
	第７２条　本契約に関する紛争については、さいたま地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。

	（雑則）
	第７３条　本契約並びにこれに基づき締結される合意に定める請求、通知、報告、申出、承認及び契約終了告知は、書面により行わなけ】
	２　本契約の履行に関して用いる計量単位は、本契約等に定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）の定め】
	３　契約期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定�
	４　本契約の履行に関して用いる時刻は日本標準時とする。
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